
会社名/団体名

三井住友海上火災保険株式会社

事業内容

1.損害保険業（保険引受、資産の運用）
2.他の保険会社の保険業に係る業務の代理または事務の代行
3.債務の保証
4.確定拠出年金の運営管理業務
5.自動車損害賠償保障事業委託業務

個人の自律的な成長による持続的な企業価値の向上に取組む目的

背景：自然災害の激甚化など不確実性が一層高まっており、リスクを扱う損害保険
会社として安心と安全の提供という本来の役割を発揮するとともに、保険料調整行
為等で失ったお客さまや社会からの信頼回復に全力を挙げて取り組む必要がある。

目的：「言える企業文化」「改革にチャレンジする風土」を醸成し、「社員一人ひ
とりが希望する仕事やキャリアを、スキルを手段として自ら掴み取る機会や成長・
貢献実感を得られる会社」を実現することで、ステークホルダーから信頼されるイ
ノベーション企業となり、真の「お客さま本位」を実現し、当社ミッション（※）
を果たし続けられるようにする。（※グローバルな保険・金融サービス事業を通じ
て、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支えます）

自社の求めるキャリアオーナーシップを発揮し、自身と組織の成長に貢献する人材の要件（人物像）

「自ら学び、考え、主体的に行動する」「過去の経験・知識に安住せず、自己成長
を続ける」「失敗を恐れずチャレンジする」の３つが当社が求める人物像である。
さらに全社員の意見を聞き、全社員が有すべき「共通スキル」として、以下の５つ
を新たに明文化した。⇒ ①考え抜く力（想像力を働かせて、常に疑問を持ち考え
抜くことができている）②伝える力・聴く力（倫理観を持ち、忖度のない意見を発
信し、最後まで話を聞いた上で対話することができている）③チームで働く力（互
いに高め合いながら、協働することができている）④変える力・変わる力（環境変
化に柔軟に対応し、自身や組織を変革することができている）⑤やり遂げる力
（ゴールから逆算して業務に取り組み、粘り強くやり遂げることができている）

経営層/全社の推進へのコミットメント状況

2025年4月から抜本的な人事改革を開始することを2023年3月の経営会議で決定し、
2025年3月までの2年間で8回、人事改革について経営会議で論議を重ねた。社長の
舩曵は、2023年度に全国68部支店、168 課支社を対象にフランクミーティングを実
施し、寄せられた様々な意見を人事改革に反映。2024年度には保険料調整行為や不
適切な保険金請求をはじめとしたこれまでのビジネス慣行に起因する様々な問題を
受け、カルチャー変革を促すことを目的に「シン・コミュニケーションミーティン
グ」を開催。1,555 名の社員が参加し、舩曵と対話を行った。他にも、舩曵は様々
なメディアを通じて、社内外で人事改革についてコミットしている。

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2025 エントリーシート
（大企業の部 / 中堅・中小企業の部）

従業員数
（エントリー内容の影響範囲｜例：国内従業員のみへの場合は海外の従業員を除いてください）
※ホールディングス経営等の場合は影響を及ぼすグループ総従業員数を記載ください。

12,143 名 （単体） 20,393 名（連結）（2024年3月31日現在）

会社/団体のサイトURL

https://www.ms-ins.com/

アピールしたい領域に●を記載ください (複数可）

● 人事/HRの変革 ● マネジメントの変革

● 企業文化の変革 ● キャリアの変革



取組みのポイント

①背景・課題設定 解決したいと考えた背景や設定した課題など

2022年度に4か年の中期経営計画を開始したが、既存の人事制度の枠組では、中計で目指す姿の実
現には不十分であることが、社員意識調査の結果分析等を通じて明らかになった。例えば、「現
行人事制度は年功的で、実力に応じた処遇や昇進の制約となっている」「手当を拡充してもリス
キル・アップスキルに取り組むのは意欲のある社員に限られる」「社員が会社の目指す変革と自
分の業務を紐づけできていない」「中高年層が変革に適応できていない」「マネジメント層の
『会社方針を整理して部下に伝える力』が不足している」等の「社員の課題」である。さらに、
「職場の課題（部支店経営戦略の実現を担う人財を職場で選ぶことができない）」「経営の課題
（中計を達成する人財ポートフォリオが可視化できていない／本社と第一線のコミュニケーショ
ンの壁が依然として高い）」「中長期的な採用環境・労働力減少の課題（中長期的に労働力は減
少傾向であり、特に地方部における人手不足は深刻化）」等も中計の目指す姿の実現の阻害要因
になると認識し、これらの課題を抜本的な人事改革の推進によって解決することとした。

②コンセプト・アイデア
施策の全体設計、課題を解決するコンセプト、新規性のポイント、
自律・自走した人材と事業成長のつながり（期待する事業インパクト）など

当社がステークホルダーから信頼されるイノベーション企業となり、真の「お客さま本位」を実
現するためには、「社員一人ひとりが、自身のキャリアを意識してスキルの習得に挑戦し、取得
したスキルを手段として、役職や所属部署を越えて相互につながる力を競争力の源泉とするこ
と」、「イノベーション創出に向けた取組に積極的にチャレンジできるカルチャーを醸成してい
くこと」が不可欠。そこで「言える企業文化」「改革にチャレンジする風土」を醸成し、「社員
一人ひとりが希望する仕事やキャリアを、スキルを手段として自ら掴み取る機会や成長・貢献実
感を得られる会社」を目指すため、2025年度より人事改革を開始することとした。スキルを基軸
としたのは、スキルは「年齢・性別を問わず、部門や上下の役職を超えて相互に繋ぐ共通言語」
であり、「年功序列」「第一線と本社の壁」「上意下達」「グローバル社員（主に男性）・エリ
ア社員（主に女性）の役割分担意識」等といった積年の課題を打破するのに最適と考えたためで
ある。本改革を通じて、これまでの「入社年次が基準」「人事部がキャリアを決める」「ゼネラ
リスト志向」の会社から、「担当業務・スキルが基準」「社員がキャリアを決める」「プロ
フェッショナル志向」のイノベーションを生み出す会社への変革を目指すこととした。具体的に
は、現行のメンバーシップ型の良さ（チームワーク・協働等）を活かしつつ、各分野・職種ごと
の経営戦略との連動性が高い「ジョブ型」、および環境変化への対応が容易で、社員の目指す姿
や自己研鑽すべき内容が明確である点などメリットが多い「スキル型」（職務をスキルで定義す
る方式）の考え方を取り入れた、当社独自の「スキルを重視したジョブ型」人事制度の構築を目
指し、2023年度にスキルの定義・体系化を行い、2024年度に評価や公募のトライアルを、2025年
度の本番に先立ち国内外の全店で、全総合社員及び担当役員（約9千人）が参加して実施した。

③実施内容 具体的に実行した取組み、それぞれのゴール設定など

2023年４~６月、人事部が会長・社長、本社各部・関連役員との論議を計28回実施し、スキルを軸とした人事制度改革の
大きな方向性を策定。同年7月、改革の肝となるスキルの定義化作業を行うため、人事部以外の様々な部門の兼務者を含む
専門チームを16名体制で発足。多様な考え方を改革に活かすため、若手、女性、キャリア採用入社者等を積極的に登用。
まず、社員数の8割を占める損害サポート部門及び営業部門（以下「第一線」）の職務で必要とされるスキルの定義化作業
を開始。単に現在の業務に必要なスキルを文言化するのではなく、部門の目指す姿（2030年度目途）を描き、目指す姿の
実現に必要となる「プロ人財」を定義し、その「プロ人財」に習得・発揮が期待されるスキルを定義するという方法で実
施。担当者からは部門の将来を描くのは難しいとの声が上がったが、「正解を創るのがミッションであり、失敗を恐れず
想像力を駆使して描いて欲しい」と伝えて作業を進め、約１か月半でスキル定義初案が完成し、8月に各部門の担当役員と
論議。定義案は、第一線のライン部長の７割から「よく練られている」「人財育成の観点から部下に取組を指示できる」
とのアンケート回答を得たことを踏まえ、同年10月から本社部門のスキル定義作業を開始するとともに、イノベーション
に繋がる新規要素や他部門のスキル（越境スキル）を社外専門家の知見も借りて追加し、社員がワクワクし自主的に身に
付けたいと思えるスキル内容にアップデートした。約40部支店・約80人の多様な年齢・性別・役職の社員が9か月間知恵を
出し合い、それぞれの部門の担当役員とも協議して完成させた25のジョブ区分（部門）、72種類のプロ人財、912種類の
スキル定義・水準が2024年3月の経営会議に報告され、2024年度に同スキルを用いた人事改革のトライアルを国内外全店
で全総合社員と担当役員（約9千人）が参加し実施することとした。2024年4月、国内外の部支店で部支店人事改革推進担
当を約200人選任し、目標管理・人事考課にスキルを用いる「スキル・行動評価トライアル」を開始。５月に全国14部支店
で先行実施し、総合社員約1,000名、役員13名が参加した他、役員・ライン部課長とのフランクミーティングを57回実施。
そこで出た課題を改善の上、同年7月から先行14部支店を除く国内外全店でトライアルを行い、総合社員約7,600名・役員
35名が参加。スキルを軸とした新たな等級・評価・報酬制度、人事異動・昇進運営、人財育成・キャリア支援策について
も、イントラネットや研修等を通じて繰り返し周知。7月からは、社内公募制度にスキル定義を用いる「公募トライアル」
を開始するとともに、全員参加の「社内トレーニー制度」を、募集ポストは全国300か所、2,000名の応募を目指して開始。

④成果 取組みがもたらした定量的な成果、定性的な社内の影響、事業インパクトなど

2024年９月、「スキル・行動評価トライアル」の中間アンケートで、全体の80％が、スキルに基づく目標設定や上司との
対話で、従来の制度の面談と比較して自身の成長に繋がると感じたと回答。一方、ライン部課長層では「評価を悩みなが
ら実施した」との声が過半数を占めたため要因を深堀した結果、「組織規模が大きいほど社員一人ひとりの業務状況を適
切に把握し評価することが難しい（管理スパンの課題）」、「新たな取組であり実務面での適切なやり方が分からない」
ということが理由と判明。これを踏まえ、適切な管理スパンの確保に向け、ライン部課長から権限委譲を受けて管理業務
を一部担う「アシスタントマネージャー」を新設した（2025年5月に約800人、選任・発令）。また、スキル・行動評価へ
の適応を目的とした実践型の研修を、国内外のライン部課長約1,000人を対象に2025年１月に実施。その結果、ライン部
課長のスキル・行動評価への理解が大きく向上。スキル単位での人財ポートフォリオの可視化も可能になり、部支店での
人財育成取組の高度化等に繋がることが今後期待される。2025年2月のトライアル総括アンケートでは、総合社員8,173名
のうち、93%が本トライアルを通じてスキルに取組む目的・意義の理解が深まったと回答し、中間よりも大きく改善。ま
た、ライン層の80％が社員の評価を従来の制度よりも適切に行うことができると実感。非管理職は87％が業務の中でスキ
ルを意識するようになり、そのうち３割がやりがい向上、１割がお客さまへの価値提供を実感。また、アンケートを通じ
て約18,000件の新制度への改善意見が寄せられ、スキル選択数の見直しなど、社員の納得感を高める制度・運営設計に繋
がった。また、「公募トライアル」は、全国の部支店が「求めるスキルや自部支店の魅力」を発信して公募を行った結果、
東名阪といった大都市だけでなく地方部支店への公募手挙げも含め、前年の401件を大幅に上回る1,567件の応募があり、
2025年4月異動における公募者の人数は前年の2.5倍となった。非管理職から公募手挙げで自らライン長ポストへの昇進を
掴んだ社員も8名誕生。「社内トレーニー」も全国の部支店が自部支店の魅力を発信し積極的に他部支店の社員を受け入れ、
2025年2月末時点で約1,500名が参加した。これらの取組の結果、リスキル・アップスキルへの社員の意識は着実に高まっ
ており、任意受講の自己研鑽プログラムへの参加が、若手だけでなく管理職層の利用も増えて前年比約3倍の2,630件にな
るなど、2025年4月の人事改革開始を前に、既に社員の行動変容が始まっている。

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2025 エントリーシート

※記載するにあたってアピールしたい情報は色を付ける、太字にする等の視覚的に加工しても問題ありません。



参考資料添付① ※参考資料は3枚まで添付可能です。

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2025エントリーシート



参考資料添付② ※参考資料は3枚まで添付可能です。

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2025エントリーシート

スキルベースで人財ポートフォリオを可視化



参考資料添付③ ※参考資料は3枚まで添付可能です。

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2025エントリーシート

18,000件の意見を制度改善に反映
自己研鑽施策申込者が約3倍に


